
経営の再起に向けた再生・倒産に関する国際比較（2022年）
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（注）OECDから倒産制度に関する質問表を各国に発出して回答を得たもの。対象国からG7参加国を抜粋。
（出所）Christophe André & Lilas Demmou, 2022. “Enhancing insolvency frameworks to support economic renewal,“ OECD Economics 

Department Working Papers 1738, OECD Publishing

○ OECDは、事業再生や倒産に関連した再起のしやすさについて、指標を設定し、定期的に各国の現状
を評価。

○日本は、再起が相対的には難しいとの評価で、特に早期の診断等による倒産予防の評価が悪い。
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日本

事業再生の手段（再生中の操業や再生の過程での経営陣の取扱いなど）

失敗した起業家の取扱い（残される資産額や債務免除までの期間）

倒産の予防と経営の効率化（早期の診断、再生手続の有無など）



事業活動を停止する企業
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休廃業・解散企業の損益割合の推移

（出所）東京商工リサーチ「2022年「休廃業・解散企業」動向調査」を基に作成。

○休廃業・解散企業の休廃業・解散直前の決算を見ると、黒字企業の割合が年々減少し、足下では
６割を下回る。逆に赤字企業の割合は増加している。
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企業経営の継続に関する相談
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今後の事業の継続について相談した相手

（注）左図は、後継者が決まっていない企業が過去に事業承継に関して相談した相手先。右図は、2021年度のよろず支援拠点への相談内容の内訳。N＝458,440。
（出所）左図は、中小企業白書（2017年）を基に、右図は、よろず支援拠点HPを基に作成。

○後継者のいない企業が、事業の継続に関して相談した先は、顧問の税理士等が多く、支援実施機関
（事業引継ぎ支援センター、よろず支援拠点）の割合は、3.8％にとどまっている。

○中小企業支援の総合的な窓口は、全都道府県に設置された、よろず支援拠点が担っているが、事業
承継や廃業の相談は、1.8％にすぎない。

○事業に問題を抱えたときの相談機能の全国的な強化が大きな課題。

（％）

よろず支援拠点への相談内容（2021年度）
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コロナ前から過剰感
49社, 7.2%

コロナ後に過剰感
61社, 9.0%

過剰感があったが、コロナ後に解消
14社, 2.1%

コロナ前も後も過剰感はない
554社, 81.7%

コロナ前から過剰感
541社, 12.0%

コロナ後に過剰感
948社, 21.0%

過剰感があったが、コロナ後に解消
154社, 3.4%

コロナ前も後も過剰感はない
2,868社, 63.6%

企業における債務の過剰感
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○日本企業に対するアンケートによると、「債務の過剰感がある」と回答した企業の割合は、大企業で
16.2％、中小企業で33.0％。

債務の過剰感（2022年10月時点）

（注） 2022年10月3日-10月12日にかけて全国の大企業・中小企業を対象に実施したアンケート調査の結果。
「貴社の債務（負債）の状況は、次のうちどれですか？」との質問に対する回答割合（回答数：5,189社）

（出所）東京商工リサーチ「第9回過剰債務に関するアンケート調査」（2022年10月18日）を基に作成。

大企業（678社）
※資本金1億円以上

中小企業（4,511社）
※資本金1億円未満

過剰感がある
16.2％

過剰感がある
33.0％



債務（負債）が過剰
のため、事業再構築に
取り組むことができない

8社, 8.2%

債務（負債）が過剰の
ため、事業再構築の取組
規模を縮小（予定含む）

22社, 22.7%

債務（負債）が過剰だ
が、十分な事業再構築の
取組を実施（予定含む）

36社, 37.1%

事業再構築の意向はない
31社, 32.0%

債務による企業の事業再構築の取組への影響
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○債務の過剰感があると答えた企業のうち、債務が事業再構築の足かせになっている企業の割合は、大
企業で30.9％、中小企業で35.1％。

債務の事業再構築への影響 ※債務の過剰感があると回答した企業に対する調査

大企業（97社）
※資本金1億円以上

中小企業（1,375社）
※資本金1億円未満

債務（負債）
が過剰なため
影響がある
30.9％

債務（負債）
が過剰なため
影響がある
35.1％

（注） 2022年10月3日-10月12日にかけて全国の大企業・中小企業を対象に実施したアンケート調査の結果。
「債務（負債）の状況が、貴社の事業再構築への取り組みに影響を与えていますか？」との質問に対する回答割合（回答数：1,472社）

（出所）東京商工リサーチ「第9回過剰債務に関するアンケート調査」（2022年10月18日）を基に作成。

債務（負債）が過剰の
ため、事業再構築に取り
組むことができない
188社, 13.7%

債務（負債）が過剰の
ため、事業再構築の取組
規模を縮小（予定含む）

294社, 21.4%

債務（負債）が過剰だ
が、十分な事業再構築の
取組を実施（予定含む）

511社, 37.2%

事業再構築の意向はない
382社, 27.8%



企業が事業再生の際に重視する点
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○私的整理手続を活用して事業再構築を検討する可能性があると答えた企業に対し、事業再構築を
目的に私的整理を検討する上で重視する点を聞いたところ、手続が現在の事業・取引に影響を与え
ないこと（72.6％）、手続が多額の費用を要しないこと（67.5%）、手続が簡潔で長期間を要しな
いこと（43.2％）、が重視されている。

私的整理を検討する上で重視する点 ※事業再構築を検討する可能性があると回答した企業に対する調査

（注） 2022年12月1日-12月8日にかけて全国の大企業・中小企業を対象に実施したアンケート調査の結果。
「事業再構築を目的に私的整理を検討する上で重視することは何ですか？（複数回答）」との質問に対する回答割合（回答数：428社）

（出所）東京商工リサーチ「第25回新型コロナウイルスに関するアンケート調査」（2022年12月16日）を基に作成。
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